


NGO強化論

　河野太郎外務大臣の強い要望で
発足した第１回の「ODAに関す
る有識者懇談会」が７月25日、
国際NGOの抜本的強化を目指し
て開催された。委員の顔ぶれは国
際NGO、大学教授、民間シンク
タンク研究員、弁護士、企業人、
開発コンサルタント、ジャーナリ
ストなどの有識者13人。筆者も
ジャーナリストとして参加した。
　会議の趣旨は、外務省によると
「限られた予算の中でODAをこ
れまで以上に有効かつ戦略的に活
用していく観点から、多様な実施
主体の力を引き出す必要が高まっ
ている。そのために、ODAに関
わる実施主体（開発NGO、民間団
体、地方自治体など）をどう強化
し、役割分担していくことができ
るかなどを討議する」としている。
　その論点の第１は、NGOの抜
本的強化（資金、人材、認知度な
ど）、第２は多様な担い手による
ODA事業実施の在り方などであ
る。

　外務省によるODAを通じた
NGO支援の現状紹介では、
（1）わが国NGOとの連携無償
資金協力は2017年度で50憶
7,000万円の規模で、件数にして
113件。（2）ジャパン・プラッ
トフォームへの拠出金（緊急人道
支援）は2017年度で58憶2,000
万円で、件数にして83件。（3）
国際協力機構（JICA）の草の根
技術協力はNGO、大学、自治体
との共同実施事業を行うもので、
2017年度実績（NGO）は9億
8,000万円、90件で、ここ4～5
年を見るとほとんど伸びていない。
　以上の状況から、どう見ても
ODAの中でのNGOは、重視さ
れているとは言い難い。こうした
問題も今回の有識者会議で議論さ
れることになろう。
　わが国のODAの歴史をたどれ
ば、1950～60年代から、日本の
経済復興そして発展に寄与すべく、
ODAは円借款協力を中心に経済
協力と称されて、その大半はタイ
ド（ヒモ付き援助）の色彩を濃く
していた。国際社会からは「日本

の援助は商業援助だ」と非難され
たが、そのうちトップドナーにな
るにつれてヒモ付き撤廃（アンタ
イド化）に努力した。しかし、そ
の後、長い低成長の中で、再びイ
ンフラ輸出に代表されるように国
益重視のODAへ里帰りしている。

進化するODAへ

　日本もここらで、“進化する援
助”の一面を見せるべく、国民参
加、市民参加型の国際協力を目指
す時代を迎えているのではなかろ
うか。私たちは、そうした政策指
向の下で、広く市民を巻き込んだ
国際協力の流れをつくる上でも、
NGO、NPOの幅広い役割を見直
し、強化する必要があろう。
　第３回改定の「開発協力大綱」
でも、基本コンセプトとして幅広
い「官民連携」を強調している。
これを実現するためにもODAの
実施に当たり、NGO、NPOとの
強い連携が求められる。特に実施
機関JICAは、開発コンサルタン
トのみならず、多様なNGO、
NPOとの連携を真剣に検討すべ

きである。確かにNGOは特徴と
して専門的な技術力に欠けるとこ
ろはあるものの、そこはNGOの
市民社会的な強みを認識しながら、
彼らを援助戦力として育てるとい
う政策的意図が必要であろう。
　目を米国に転じると、国務省の
米国国際開発庁（USAID）は援助
の色々な局面でNGO、NPOを登
用している。米国ではNGOを
PVO（Pr ivate Voluntary 
Organization）と呼び、無償の
緊急食糧援助の80～90％がPVO
を通じて実施されてきた。また、
米国の対外援助法123条では開発
援助（農業、地方開発、人口、保
健衛生など）の援助費のうち
16％はNGOを通じて支出するよ
う定められている。
　たとえば、NGOが既存のプロ
ジェクトに参加するケースと、
NGO自らが案件を発掘して
USAIDに要請するケースなどが
ある。その場合には、交付金とし
て支出するケースと委託契約の
ケースがある。ただし、NGO自
ら発掘した案件はNGOの自主性
を重視して要請案件コストの
25％はNGOの自己負担にしてい
るという。
　米国は冷戦時代から国家戦略的
な政策にもとづいて、教育や保健
医療協力を重視してきたが、それ
は政府直轄ではなく、民間
NGO、NPOにその役割を委託し
てきた。その長い歴史の中で、米
国のNGO、NPOが大きく育った。

市民感覚の国際協力

　日米にはそうした歴史的違いが

あるとしても、日本も後発ながら
社会的弱者への関心度が高まれば
高まるほど、市民の社会貢献への
意識も高まり、なかでも人道意識
も深まり、内外にわたる弱者への
救済意識にも敏感になろう。
　ODA事業においても単に政府
だけの事業ではなく、国民参加、
市民参加の事業であるという政策
的意図を深めていかないと、これ
からのODA事業への国民、市民
の支持を得ることもできなくなる
だろう。一方、NGO、NPOにし
ても市民的発想を失ったら、広く
国民の支持を失うことになろう。
　最近のODAに対する国民意識、
市民意識を測る一つに、本誌創刊
50周年で募集した小論文コンテ
ストがある。それは現在、市民が
国際協力をどう考えているかを知
る一つのバロメーターでもある。
　たとえば、「官民連携」という
テーマでは、「コンビニを開発途
上国のソーシャルアセットとして
活用して貧困や災害に負けない強
い地域共同体の創造を図る援助」、
「インドネシア地方開発のための

ODA版ふるさと納税制度試案」
をはじめ、「日本の災害援助体験
を生かした“国際防災協力”の主
流化」、「地方都市部の国際協力
がわが国の未来に希望をつなぐ」
などがある。
　こうした市民感覚を生かすため
には、これまでの定型的とも言え
る援助思想や形態、援助実施機関
の古き援助スタイルやシステムで
は、新しい時代には対処できなく
なっていると言える。「開発協力
大綱」でいくら幅広い国民との連
携を唱えてみても、ODAの現場
が思考停止状態では、新しい流れ
についていけないし、新しい流れ
を創ることもできない。
　そうした中で、外務大臣自ら出
席して「国際協力NGOの抜本的
強化」を考える有識者懇談会が催
された。これを契機に、なぜ国際
協力分野のNGOが欧米のように
育たないのか、どうしたら国際級
の日本のNGOを育てることがで
きるかといった議論へ深化させて、
新しい官民連携への一里塚になっ
てもらいたい。
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外務大臣の下での「ODA有識者懇談会」
国際協力NGOの抜本的強化を目指して
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動き出した北朝鮮～経済開発の課題を探る現状と課題2

り、副業を営むことが可能になっ
た。製鉄工場が自転車部品を生産
したり、国有企業が食堂を経営し
たりと、資本主義なら当たり前の
経済活動がようやく広がってきた。
　農村部では、農民が国家に納め
る生産目標を超えた余剰農産物や、
自留地で栽培した作物を市場価格
で販売できる「農民市場」が許さ
れている。こうした自由化と市場
主義の導入で農民の生産意欲が高
まってきたという。
　これに伴い、食糧事情も改善し
てきた。90年代後半には洪水と干
ばつが相次ぎ、多くの死者が出た。
2000年ごろに訪朝した人によると、
東海岸の元山郊外の農村部では農
家の屋根にも土を盛り、トウモロ
コシやジャガイモを植えていた。
しかし、今ではそんな光景は見ら
れなくなったという。
　自由化が所得格差を生むのは、
いずこも同じ現象か。平壌では
「金主」と呼ばれる裕福な階層が
現れているらしい。海外に拠点を
置いて貿易で稼いだ人、金貸しで

儲けた人、一部の特権階層など実
像はさまざまで謎だらけだ。平壌
の高価な不動産投資を引っ張って
いるのも、こうした新興の富裕層
らしい。
　その一方、ランコフ教授が平壌
から南の開城、板門店へとつなが
る幹線道路を走ると、路面は維持
補修がされておらず、凸凹だらけ
だった。教授は「すっかり車酔い
してしまった。５月の南北首脳会
談で板門店に向かった金正恩も、

高級車とはいえ、あの道を揺られ
て行ったのだろう」と語る。富裕
層の出現とは対照的に、政府がイ
ンフラを維持する予算は枯渇して
いる。

「三代の指導者で一番人気」

　その一方、ランコフ教授は、平
壌の路上で民族衣装のチマチョゴ
リを着た女性が通行人を監視して
いるのにも気付いた。「糾察隊」
と呼ばれる風紀委員だ。「政府は
経済改革で成果を上げても、政治
体制は変えず、国民生活を厳しく
監視している。『開放なき改革』
だ。冷戦後の東欧のように経済改
革が体制崩壊につながった道をた
どりたくない。市場経済で所得が
向上すれば、反体制の芽を摘むこ
ともできる」と教授は分析する。
　それでも、金正恩の指導力は国
民に評価され、人気を博している
という。ランコフ教授は「三代の
指導者で最も人気がある。経済成
長が評価されているためだ」とい

国有企業など経済改革に成果

　北朝鮮の動向を30年以上にわた
り分析しているロシア人研究者で、
韓国国民大学のアンドレイ・ラン
コフ教授が来日した際、最新情勢
を聞いた。教授は今年５月に訪朝
したばかりだ。
　平壌中心部で高層ビルの工事現
場の看板を見て、ランコフ教授は
驚いた。日本円で1,000万円もする

高級マンションだった。社会主義
国の北朝鮮では不動産売買はでき
ないが、「利用権」は取引でき、
その動きが活発化しているようだ。
　路上を走る車も、以前は多かっ
た旧式の車が減り、真新しい車が
増えたという。新しいサービス事
業者が始めたマイクロバス派遣業
にも気付いた。ランコフ教授は
「経済改革の成果が現れており、
10年前に比べて生活はかなり向上

した。1980年代の中国のような市
場経済の広がりを感じた。年率３
～４％程度の経済成長をしている
と推察できる。平壌だけが豊かに
なったわけでないが、地方との格
差は広がっている」と語った。

生産意欲高まり食糧事情改善

　北朝鮮では近年、「実利重視」
で進められてきた経済改革により、
国有企業が自由に経営多角化を図
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「開放なき改革」の実像
若者たちの笑顔も
緊張緩和に舵を切り始めた北朝鮮の経済は、どのような状況にあるのか。深刻な食料不足に直面した1990年代
後半とは異なり、農産物市場の改革や国有企業経営の多角化・規制緩和に努めた結果、市場経済の息吹があ
ちこちに及びつつあるようだ。その半面、経済制裁の効果が出つつあるとの指摘もある。最近、訪朝した内外識
者の情報から、北朝鮮経済の現状と課題を報告する。

■北朝鮮の総人口と名目GNI
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高級マンションだった。社会主義
国の北朝鮮では不動産売買はでき

した。1980年代の中国のような市
場経済の広がりを感じた。年率３

平壌市内の船上ビアレストランにて。
こうした男女の仲睦まじい姿は、５年前には決して見ることができなかった
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動き出した北朝鮮～経済開発の課題を探る

喉から手が出るほど欲しいのは間
違いない。中でも、日本には鉱山
開発への支援と質の高いインフラ
や産業技術の提供が期待される。
2002年に北朝鮮が開いた「平壌
国際展覧会」では、日本に鉱山設
備や鉄鉱石採掘などで合弁を求め
ていた。現在も、その動きは変わ
らないと思われる。
　しかし、北朝鮮は日本に今すぐ
お願いをしたり、譲歩したりする
必要はないと思っている。また、
欲しいと思うと相手を叩く性癖が
あるのだ。
　一方、４月に北朝鮮の「並進路
線」終結宣言があってから、中国
人ビジネスマンの平壌訪問が増え
ている。中国の国家開発銀行は朝
鮮開発銀行との間で、人材育成の
ためのプログラムを支援してい
る。だが、中国からのインフラ整
備の支援は進んでいるものの、質
が高いとは言えない。
　鉱山開発とインフラ整備、そし
て産業技術分野は、日本の知見を
生かせる分野だ。また、二国間の
みならず日本、韓国、北朝鮮の三
国間協力も考えられる。韓国政府
独自で北朝鮮援助の資金繰りをす
るには限界がある。日本の経済協
力との連携が必要となるだろう。

間、さまざまな経済政策を実施し
てきた。経済開発区の制定や企業
の経営自立化を進めるなど、市場
原理の導入をも図った。しかし、
中国の「改革開放」のような勢い
のある経済成長にはならなかっ
た。彼はすべてに軍事を優先させ
る「先軍政治」特有の独裁システ
ムにより、政策を実施する官僚の
権限が低いことに経済停滞の原因
があるとみて、軍権力を抑えた統
治システムに改革を進めた。具体
的には、軍部を核・ミサイル開発
に集中させることで役割を制限
し、労働党による統治を進めた。
核・ミサイルを完成させ、国際社
会での地位を上げようとした。そ
うしてたどり着いたのが、韓国と
の対話路線だった。

「有無相通」の間柄

―韓国は北朝鮮に対し、これまで
どんな経済協力を進めてきたのです
か。
　07年に南北首脳は「10.４宣
言」という両国協力関係のロード
マップを発表している。経済協力
に関しては、一方にあって他方に
ないものを互いに融通し合う「有
無相通」を原則としている。最初
は、資源のバーター取引だ。北朝
鮮にはマグネサイトやレアアー
ス、タングステンなどの鉱物資源
が豊富にある。それらを軽工業の
原料となる韓国産のポリエチレン
やウレタンなどと取引していた。
両国ともに好い感触を抱き、08
年ごろまで資源貿易関係は続い
た。

　次に、労働集約的な産業分野で
の協力だ。北朝鮮に工場を建て、
同国から労働者を雇用し、人件費
の低コスト化を追求した。水産業
では、北朝鮮が労働者や漁場の管
理権を提供し、韓国からは船や養
殖の技術を提供する計画があっ
た。
　さらに缶詰の加工工場を北朝鮮
に建設し、より安価な製品の輸出
も目指していた。鉄道や通信など
のインフラ分野においては、韓国
は関連するソフトウェアを提供す
ることを考えており、南北間統合
管理システムの実現も視野に入れ
ていた。
　また、韓国内の世論の動向とし
ては55%が保守、45%が進歩と
ほぼ拮抗している。保守派は北朝
鮮の現体制を認めることに反対だ
が、仮に体制が転換した場合には
南北統一に賛成という考え方だ。
一方、進歩派は現体制下の北朝鮮
と交渉の余地はあるが、北朝鮮を
認める統合には反対する層と、現
体制を維持したままの経済統合に
賛成する層に二分される。

求められる日本の支援

―日朝国交正常化に向けた課題を
どうみていますか。
　日本の経済協力は最低50億ド
ルと試算される「過去清算金」
「経済協力資金」の供与に始まる
だろう。その他、政府開発援助
（ODA）や貿易保険の適用、直接
投資など、方法は多岐にわたると
考えられる。
　北朝鮮としては、日本の協力は

転換する南北外交戦略

―韓国の人々は、最近の北朝鮮の
動きをどう見ていますか。
 まず韓国の外交政策の変遷を知
ってほしい。朴槿恵前大統領の保
守政権時代から、2017年５月に
発足した文在寅大統領の進歩政権
時代にかけて大きく転換した。
　朴前大統領の政策で指摘すべき
点は二つある。一つは、15年の
従軍慰安婦問題に関する日韓合意
だ。元慰安婦を支援する財団を韓
国政府が設置し、日本政府の予算
から10億円を拠出することにな
った。もう一つは、16年の高高度
ミサイル防衛システム（THAAD）
に関する米韓合意だ。韓国国防省

はこの狙いについて「北朝鮮の核
および弾道ミサイルの脅威に対応
する」との声明を発表したが、中
国外務省はこの動きを激しく非難
した。
　朴前政権の時代は15年以降
「親日・親米・反中」路線を採
り、「韓国・日本・米国vs中国・
ロシア・北朝鮮」の対立構造の中
で、安全保障政策を強化した。
　これに対し、文政権は従軍慰安
婦問題の日韓合意を含め、前政権
の外交路線とは異なる姿勢を示し
た。親中路線への転換も図ろうと
したが、THAAD問題がネックと
なり、「反日・親米・反中」路線
を採らざるを得なくなった。
　そこで、文政権は北朝鮮をめぐ

るナショナリズムへの回帰を図っ
ていった。17年７月、文大統領
は「新ベルリン宣言」を発表し、
体制の保証を前提にした平和構築
のための南北協力を北朝鮮に呼び
掛けた。
　これに対し、北朝鮮は経済制裁
解除が先決だとして、受け入れを
拒み、17年９月に６回目の核実
験、11月に大陸間弾道ミサイル
（ICBM）の発射実験をし、核武力
の完成を宣言した。
　転機が訪れたのは、17年12月。
韓国の国家情報院が北朝鮮の統一
戦線部に対し、宣言の意図を確認
した。すると、北朝鮮は「金正恩
委員長の『新年の辞』を確認する
ように」と返答した。18年元日
に発表された『新年の辞』には、
北朝鮮の平昌オリンピック参加表
明が盛り込まれた。これにより、
韓国は「北朝鮮は戦争ではなく対
話を望んでいる」と判断した。

先軍政治からの脱却

―なぜ、北朝鮮は政策を転換した
のですか。
　それは亡父・金正日(キムジョ
ンイル)時代に築かれた「先軍政
治」からの脱却にある。金正恩委
員長が政権を握ってから約６年
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平昌五輪を機に対話路線へ導いた韓国

パク ク ネ

帝京大学短期大学 准教授 李　燦雨氏
帝京大学短期大学准教授。1986年、韓国ソウル大
学国史学科卒。慶南大学北韓大学院で学んだ後、環
日本海経済研究所（ERINA）研究員、韓国・大宇経済
研究所海外地域研究センター主任研究員、笹川平和
財団・汎アジア基金室室長などを経て、2012年から帝
京大学短期大学・現代ビジネス学科准教授。専門は
経済開発論、国際関係論（北東アジア）など

リ　　　チャンウ

今回の北朝鮮の変化を導いたのは、平昌オリンピックを機に対話を持ちかけた韓国の文在寅政権の貢献が
大きいとされる。板門店での南北朝鮮首脳会談は、米朝首脳会談の実現に発展した。その韓国は北朝鮮の
経済開発にどう関わってきたのか、また、南北統一の議論はどこまで進んでいるのか。韓国の大宇経済研究
所海外地域研究センターの元研究員である帝京大学短期大学の李燦雨准教授に聞いた。

平壌市内では至る所で建設工事が行われている。耐震性に不安は残るが、あまり地震は発生しない




